
令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書 

法人設立の日から令和７年３月３１日まで 

 

 

１ 事業実施の方針 

  四国中央市内における子育て環境及びママ・パパが抱える諸問題点ついての現状認識

に努め、会員間での共通認識の醸成及び情報共有を心掛けるとともに、対象者の目線に

合わせ、そっと寄り添う姿勢を大切にしながら、子育て環境の充実を願う地域住民に愛

される法人となることを目指し、まごころを込めた事業展開を図る。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 

実施予定

日時 

実施予定

場所 

従事者

の予定

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定人数 

支 出 

見込額 

(千円) 

産前産後の

こころとから

だのケアの

ための相談

に関する事

業 

産前産後の栄

養指導をはじめ

とするこころとか

らだのケア 

随時対応

（サポート

会、ほっと

カフェなど

のイベント

開催時） 

公民館、コ

ミュニティ

センターな

ど四国中

央市内の

公共施設

ま た は個

人宅 

3人 

イベント参加

の産前産後マ

マ10名程度の

うち希望者 
－ 

乳幼児期の育

児の心配事な

んでも相談 
3人 

イベント参加

のママ・パパ

20名程度のう

ち希望者 

保育や育児

相談などの

子育て支援

に関する事

業 

イベント開催中

の保育・育児サ

ポートや気軽な

育児相談、歌・

手遊び・絵本・

紙芝居等 5人 

四国中央市内

の親子（基本

的に就学前の

乳幼児）20組

程度 

109  

ミニ講座・セミナ

ー、ワークショッ

プなど子育て中

の学びのサポ

ート 

食物や食事

の場の提供

による食育

推進に関す

る事業 

バランスのとれ

た手作りの食事

や食材の提供

を伴う「サポート

会」 

毎 月 １ 回

程度開催

のイベント 10人 281  

えがお親子

の居場所づ

くり 

安心できる家庭

的な雰囲気の

中で、少人数の

親子で気軽に

軽食を楽しむえ

がおの「ほっと

カフェ」 

随時開催

のイベント 
3人 

四国中央市内

の親子（基本

的に就学前の

乳幼児）2組程

度 

91  

 

 



(2) その他の事業 

定款の事業名 事 業 内 容 

実施 

予定 

日時 

実施 

予定 

場所 

従事者の 

予定人数 

支 出 

見込額 

(千円) 

各種イベント、講演会、講習会等の

企画・運営 

各種イベントの企

画・運営 

各種講演会・講習

会等の企画・運営 

予 定

なし 

予 定

なし 
予定なし 0 

物品販売事業 物品の販売 
予 定

なし 

予 定

なし 
予定なし 0 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 

２ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書をそれぞれ別葉として作成する。 

３ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明ら

かにして記載する。 

４ ２の(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、

従事者の予定人数、受益対象者の範囲及び予定人数並びに支出見込額をそれぞれ記載す

る。 

５ ２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び予定人数」の欄には、具体的な受益対象者及び

予定人数を記載する。 

６ ２の(2)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、

従事者の予定人数及び支出見込額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関す

る事項を定めている場合は、設立当初の事業年度及び翌事業年度に実施予定がなくても

「予定なし」の旨を記載する。 

７ ２部作成する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：円）

Ⅰ　経常収益

１　受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

２　受取寄附金

受取寄附金

３　受取助成金等

受取助成金

受取補助金

４　事業収益

事業活動収益

その他事業活動収益

５　その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

Ⅱ　経常費用

１　事業費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

会議費

材料費

旅費交通費

通信運搬費

印刷製本費

消耗品費

保険料

雑費

その他経費計

事業費計

90,005 90,005

0 0 0

200,000 200,000

20,000 20,000

1,000 1,000

481,005 0 481,005

150,000 150,000

0 0

40,000 40,000

20,000 20,000

0

5 5

1,000 1,000

200,000 200,000

令和6年度　活動予算書

特定非営利活動法人ベビ＆ママサポ　

科　　目
特定非営利活
動に係る事業

その他の事業 合計

法人成立の日から令和7年3月31日まで

60,000 60,000

10,000 10,000

0

40,000 40,000

10,000 10,000

50,000 50,000

0

0

20,000 20,000

431,005 0 431,005

431,005 0 431,005



２　管理費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

印刷製本費

消耗品費

雑費

減価償却費

支払利息

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ　経常外収益

１　固定資産売却益

・・・・・

経常外収益計

Ⅳ　経常外費用

１　過年度損益修正損

・・・・・

経常外費用計

経理区分振替額

当期正味財産増減額

設立時正味財産額

次期繰越正味財産額

（備考）

１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

２　設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書はそれぞれ別に作成する。

３　設立時の資金がある場合は、設立当初の事業年度に設立時正味財産額としてその額

を記載する。翌事業年度以降は、前年度の活動予算書に次期繰越正味財産額として掲げた額を、

前期繰越正味財産額として記載する。

４　「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、管理費以外のものを

いい、会計処理上は、事業の種類ごとに区分して記載する。事業費の例としては、「○○事業費」

（注…当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げられる。

５　特に、支出規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、総支出

額に占める管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、

営利を目的としないものであることという法定要件への適合性の判断材料となる。

６　２部作成する。

0

10,000 10,000

10,000 10,000

10,000 10,000

0

0

10,000 10,000

0

0

0

0

0 0 0

10,000 10,000

0

0 0 0

0 0 0

0 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

0

0 0 0

50,000 0 50,000

50,000 0 50,000

481,005 0 481,005


